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■県内景気動向

日銀短観
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（備考)日銀那覇支店。21年Ⅳより対象企業が見直されたため、それ以前

　　　とは不連続
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失業率の推移
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（備考）沖縄県労働力調査。各年の平均値。

足元は観光関連の回復等から改善
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■観光

足元の入域客数は東日本大震災直後の最悪期は脱し、回復
傾向が顕著

入域観光客数および観光収入の推移
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航路別入域観光客数の割合(平成22年)
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1.1%

近畿
18.1%

海外他
5.0%

東京
47.1%

（備考）沖縄県入域観光客統計概況

入域観光客数の月次動向
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■建設

公共工事請負額は前年の景気対策による前倒発注の反動で減少
県内新設住宅着工戸数の推移
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県内建築着工床面積の推移
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■23年9月期決算概況①

預貸金収支の減少などからコア業務純益は減少

（備考）1.「コア業務粗利益」＝「業務粗利益」－「国債等債券損益（5勘定尻）」

　　　　2.「コア業務純益」＝「業務純益」＋「一般貸倒引当金繰入」－「国債等債券損益（5勘定尻）」

　　　　3.前期比の増減は原数値から算出し。億円未満で切捨て表示

+21412うち有価証券利息配当金

-8116124う ち 預 貸 金 収 支

-078う ち 役 務 取 引 等 利 益

　　　-63137コ ア 業 務 純 益

　　-109

146

22年9月期

　　　 +1-107経 費

(億円)
22年9月期比

23年9月期

-7139コ ア 業 務 粗 利 益
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■23年9月期決算概況②

+3-15-18法 人 税 等 合 計 ＊

+660貸 倒 引 当金戻入益

+220償 却 債 権 取 立 益

＋6-1-7不 良 債 権 処 理 額

+0-5-5貸 出 金 償 却 等 ＊

-202償 却 債 権 取 立 益

-13013　貸倒引当金戻入益

+2-0-3有 価 証券関係損益

＋6-3-10ネ ッ ト 与 信 コ ス ト

（備考）1.「貸倒引当金繰入額」「貸倒引当金戻入益」はそれぞれ一般貸倒引当金・個別貸倒引当金の合計。

　　　　2. ＊の項目は、利益の減少要因となるためマイナス表示。　　

　　　　3.前期比の増減は原数値から算出し。億円未満で切捨て表示

24

28

37

22年9月期

-419中 間 純 利 益

+635経 常 利 益

(億円)
22年9月期比

23年9月期

-631コ ア 業 務 純 益

中間純利益は概ね計画通りに推移
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■貸出金

住宅ローン、アパートローン等個人向け貸出が好調に推移

貸出金残高の推移

5,040 5,187 5,268 5,403
5,555

5,708 5,660
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1,279 1,096
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（備考）個人事業性貸出の取り扱いが異なることなどから、
　　　　右グラフ上下の合計と左グラフは一致しない。

事業性貸出
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個人ローン残高の推移
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■預金・預かり資産

個人・法人・公金預金とも引き続き好調に推移

預金と預かり資産の合計残高の推移

17,355
16,407

15,61915,241
14,682

1,620

1,781

1,842
1,951

1,979

16,661

17,193
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（億円）

預金 預かり資産

     0

（備考）預かり資産は、投資信託・個人年金保険（契約額累計）・国債の合計。

預かり資産残高の推移

382
394

610697736790815

615
702732799811

352 361
372

1,7811,842
1,9511,979

1,620

0

500

1,000
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2,000

2,500
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（億円） 国債 投資信託 個人年金保険

（備考）個人年金保険は契約額の累計。

預金残高の推移

1,074 1,262 1,239
1,410

1,728

11,38710,87210,54410,2179,992

4,2394,1243,8353,7613,615

16,407
15,61915,24114,682
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■有価証券関係損益

株式相場下落の影響は限定的

有価証券関係損益の推移
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日経平均株価前期末比騰落率の推移
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(％)

23年9月期株式等損益：▲175百万円

株式売却益：62百万円

株式減損：237百万円

23年9月期国債等債券損益：＋149百万円

債券売却益：158百万円

債券売却損：8百万円
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■経費

システム関連経費を中心に物件費を削減

経費の推移

5148464645

5054
535451

5 555
6
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68.65%
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税金 コアOHR（右目盛）

職員数の推移

1,211 1,219 1,213 1,211 1,226
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19年9月末 20年9月末 21年9月末 22年9月末 23年9月末

(人)
行員数 臨時職員数

物件費の内訳推移

1923232421

31
312930

30

51 54 53 54
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(億円)
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■不良債権処理額

地価の推移（全用途平均）

-2.0

5.3

-3.8
-5.0

3.8

-1.6

-2.3-2.0

-1.1

-2.2

-7

-5

-3

-1

1

3

5

7

9

19年1月 20年1月 21年1月 22年1月 23年1月

(％)

三大都市圏 沖縄
不良債権処理額の推移

2 2 1
-2

-9

2

7
5

24

8
4

-15

1

-7

-1

17

7
10

-7

-20

-10

0

10
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19年9月期 20年9月期 21年9月期 22年9月末 23年9月末

(億円)

その他要因
業況悪化要因
地価下落要因
合計

（備考）「不良債権処理額」は、償却債権取立益控除前の与信費用。

企業倒産件数の推移
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106 110
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負債総額（右目盛） 倒産件数

（備考）東京商工リサーチ調べ

企業倒産件数は増加するも、不良債権処理は引き続き低水
準を維持
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■開示債権

開示債権額・比率とも低水準を維持

金融再生法開示債権の推移

3946
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99 92
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金融再生法開示債権の増減要因推移
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(億円)

新規発生 開示内増減

ランクアップ オフバランス等

前期比増減
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■自己資本比率

公的資金返済や劣後債の償還で一旦低下するも、利益の積上
げより上昇 税効果依存度の推移

212 177 133 106 90

472 707680677588

11.36%
13.50%16.47%
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TierⅠのうち税効果以外
TierⅠのうち税効果相当額
TierⅠに占める税効果の割合（右目盛）

自己資本比率の推移
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自己資本額（公的資金）
自己資本額（公的資金以外）
TierⅠ比率（右目盛）
自己資本比率（右目盛）

（備考）19年3月末に自己資本比率算定に係る制度（BIS基準）が変更された。

公的資金の返済

60億円（400億円）返済額（当初発行額）

劣後社債のリファイナンス

－自己資本の主な減少要因－

80億円（100億円）発行額（償還額）

平成23年6月22日償還日

平成23年3月23日発行日

平成22年7月14日返済日
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■24年3月期業績の見通し

＋1290289コ ア 業 務 粗 利 益

＋17372コ ア 業 務 純 益

1%台後半2.05%開 示 債 権 比 率

23年3月期比

24年3月期
予想

23年3月期
実績

＋137057経 常 利 益

＋7385378経 常 収 益

＋60-6ネット与信コスト

＋14342当 期 純 利 益

（単位：億円）

事業性貸出・個人ローンへの取組強化、コンビニＡＴＭの利
便性を活用した給振、クロスセルの推進により増収・増益を
見込む
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23年度経営計画の位置付け

22年度

経営計画

23年度

経営計画

24年度

経営計画

25年度

経営計画

営業

革新

店舗インフラ、営業手法、商品等従来の発想に

とらわれない営業施策の展開をとおして、

さらなる成長を実現する。

■チャネルインフラの拡充　

■個人取引におけるライフプラン営業の展開

■法人取引における営業力強化

銀行のコア財産である「人材」のバリューを
高め、営業革新を支援する。

■人事制度改定

■多様なキャリア人材の活用

■人材育成の強化

人材

革新

営業革新をスピーディーに展開するため、
行内の諸制度を変革する。

■収益力を高める組織への見直し

■業務効率化等による営業支援

■安定した財務基盤の確保

機能

革新

機能・人材革新の実践で
営業革新をバックアップ

法令遵守態勢・堅確な事務態勢の確立

地
域
経
済
の
発
展
に
貢
献

中計2年目となる平成23年度は、中計に新たな施策を導入し中計達成を確実なものとする

RISING

PLAN

2010

経営目標： さらなる飛躍に向けた経営基盤の拡充
　　　　　 ～新たな成長ステージに立ち、地域経済の発展に貢献～

計画期間： 平成22年4月～平成26年3月

　　22年度　 　　　　　23年度　 　　　　24年度　　　 　25年度

年度

経営計画

（中計に新たな施策を導入）（公的資金完済）



1515

平成23年度経営計画のテーマ

23年度経営目標を「営業・人材・機能革新の深化」のテーマで以下の施策を設定　

実践的研修体系の構築

ベテラン層への職種と権
限の拡大

・地域特性にあった営業　
　推進態勢の再構築

・若手行員早期戦力化

・ベテラン層の知識、経験
　を積極活用

株主価値の向上に向け
た取組強化

営
業
革
新
の
深
化

住宅ローンや当貸型を
中心とした個人ローン
への取組強化

預り資産の推進

（テーマ）

集まる預金のしくみづく
り

広域ブロック制度の本
格スタート

（主要施策） （収益力向上に向けた施策） （内容） （収益基盤の拡大）

人
材
革
新

の
深
化

収
益
基
盤
の
拡
大

機
能
革
新
の
深
化

人
材
、
企
画
能
力
の
向
上

地
域
経
済
へ
の
貢
献
、
株
主
価
値
の
向
上
、
働
き
甲
斐
の
あ
る
職
場
環
境
の
実
現

（＋）

若手行員に対する指
導態勢の強化

本部業務効率化による
企画力の向上

安定した財務基盤の確
保

組織・会議体等の見直し ・本部業務効率化による営業企画　
　力の向上と営業推進力の強化

・チャネル戦略を深化させ、
　収益力を高める基盤を拡
　大

預り資産認定制度の導入 ・預り資産担当者の育成強化

ローン推進プロジェクトチー
ムの設置

・ローン推進企画力の強化

多様なキャリア人材の
活用

専門性の高い人材の育成 ・企業内大学の設置

事業性融資の推進

給振、積立の推進やポイ
ントサービスを活用したク
ロスセル取引の拡大

ＡＴＭや店舗戦略の再構
築

・株主還元の拡大
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営業革新の深化（進化）-チャネル戦略
県内主要コンビニ全店へのＡＴＭ設置を完了。ミニ店舗の設
置拡大やローンセンターの新規出店で顧客との接点を拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

【ATMネットワークの推移】

233 233 233 219

139 140 142 131

85 87 87

350

700

462460457

0

100

200

300

400

500

600

700

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末

（台数）
店内ATM 店外ATM コンビニATM

個人特化型ミニ店舗「りゅうぎん
ハロープラザ石田店」をオープン。
店長をコンシェルジュとして配置
する新たな店舗スタイルを試行
（ハロープラザ石田店オープニングセレモニー）

沖縄ファミリーマート202店舗中
194店、ローソン沖縄138店舗中
137店にコンビニＡＴＭを設置し
利便性を拡大

本島中南部地域の当行店舗空
白地帯へミニ店舗2号店を出店
し預り資産や預金の販売を拡大

区画整理や道路整備により発
展が見込まれる地域へローンセ
ンターを設置し住宅ローンや消
費者ローンの販売を拡大

コンビニＡＴＭにおいてゆうちょ
銀行システムと接続し、ゆうちょ
カードホルダーに当行利便性を
訴求

【ローンセンターでの住宅ローン受付件数の推移】

1,372

1,564

1,308
1,421

2,072

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（件数）

（店内では店長がお出迎え）
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営業革新の深化-貸出金の増強
本格スタートした広域ブロック制度のもと、事業先への取組強化、
住宅ローンや消費者ローンの推進により貸出金ボリュームを増強
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

売上規模
順位 金融機関名 構成比（％） 金融機関名 構成比（％） 金融機関名 構成比（％）
1 当行 40.8% 当行 42.4% 当行 42.4%
2 A行 36.6% A行 35.8% A行 38.6%
3 B行 14.4% B行 16.0% B行 13.5%

売上規模
順位 金融機関名 構成比（％） 金融機関名 構成比（％） 金融機関名 構成比（％）
1 A行 42.6% 当行 44.0% 当行 44.3%
2 当行 39.6% A行 43.2% A行 37.1%
3 B行 11.7% B行 5.4% B行 3.6%

5億円～10億円 10億円～50億円 50億円～

～5,000万円 5,000万円～1億円 1億円～5億円

【県内企業売上規模別メインバンク調査】

出所：帝国データバンク　沖縄県内企業のメインバンク実態調査より抜粋

貴金属や高級ブランド品を担保
としたＡＢＬを実行するなど十分
な不動産担保を持たない中小企
業の資金調達を支援

営業店を10ブロックに括るブロッ
ク制度を4地域に区分した広域
ブロック制度へ移行。地域部長
に一定の融資権限を付与

「ＴＫＣ月次決算応援ローン」を
発売し、ＴＫＣ関与法人への融資
推進を強化。同時にＴＫＣ会員
税理士とのリレーションを構築

県信保貸出やＴＫＣ提携ローン、
ドクターズサポートローンにより
成長分野への取組みを強化し
強固な法人顧客基盤を確立

「りゅうぎんドクターズサポートロー
ン」を発売し、医療のほか、成長
が見込まれる介護分野への取
組みを強化

チャネルの拡大や新商品の発
売、ブロック営業推進態勢の強
化により住宅ローンや個人ロー
ンの販売を拡大

【事業性貸出先数の推移】

10,372

9,448

9,926

10,434

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末

（先数）
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営業革新の深化-集まる預金の拡充

平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

拡大したチャネルを活かし「集まる預金」を拡充することで
収益力を強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コンビニ収納サービスを開始し、
法人顧客には代金回収効率の
向上、個人顧客には代金支払
時の利便性向上を提供

コンビニＡＴＭをＰＲするＣＭの
放映や「コンビニＡＴＭ拡大記念
給与振込キャンペーン」の実施
で個人顧客基盤を拡大

沖縄県内主要コンビニ全店舗へ
のＡＴＭ設置を完了

拡大したチャネルを活かし、給
振、積立・財形、コンビニ収納契
約を拡大

コンビニＡＴＭの利便性を訴求す
る「春のわくわくキャンペーン」を
実施し、給振口座を拡大

ポイントサービスを活用したクロ
スセルの強化により「集まる預
金」を拡充し収益力を強化

23年5月以降も給振を強化

【給与振込口座数の推移】

210

215

220

225

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（千件）
平成22年 平成23年（コンビニＡＴＭのテレビＣＭ）
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営業革新の深化-役務収益の増強

平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

個人向け国債償還資金に対する受皿の拡充や販売態勢の再構
築により、投信・生保の販売を拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

預り資産販売技能に応じたスキ
ル等級制（認定バッジ制）の導
入により投信・生保の販売態勢
を再構築

個人向け国債大量償還への受
皿として商品ラインナップを充実。
マネープラン設計提案の強化に
より投信・生保の販売を拡大

（ライフプラン営業の記者発表）

マネープラン相談「For Your Life
キャンペーン」を実施し、退職金
等の預り資産での運用提案を強
化

顧客向けセミナーの開催による
情報提供を強化

各営業ブロックに「ライフプラン
営業推進担当者」を任命し、ライ
フプランスキルや推進方法をブ
ロック内で共有

ライフプラン営業を導入し、お客
さまごとのライフステージにあっ
た適時・適切な金融商品を提供
する態勢を構築
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営業革新の深化-コンサルティング営業

平成22年度上期

課題解決に向けた提案力の強化によりリレーションを強化。
また、Ｍ＆Ａや事業承継等コンサルティング関連収益を拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度下期 平成23年度実施予定

食の大商談会「地方銀行フード
セレクション2010」へ顧客企業と
ともに参加し、販路拡大を支援

営業店における情報収集力強
化によりＭ＆Ａ、事業承継等コン
サルティング関連収益を拡大

企業経営者や経営幹部を対象
にマネジメントスクールを開講し、
マネジメント能力向上を支援

「専門家派遣サービス」を開始。
顧客企業のニーズにあわせ公
認会計士等専門家を派遣し、経
営課題解決を支援

営業統括部金融サービス室をコ
ンサルティング営業部として独
立。顧客企業の課題解決に向
けたコンサル機能を充実・強化

県内大手企業の規模拡大と経
営効率化のニーズに対して組織
再編コンサルティングを実施 アジア拠点設置に向けた準備室

を設置し、地域、進出方法を検
討（アジア指向の優良企業の囲
い込み）。

（事業再編・組織再編セミナーの模様） （フードセレクション2010）

【コンサルティング案件受付件数】

288291
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人材革新の深化

平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

企業内大学を設置し、専門性の高い人材を育成。ベテラン層
のキャリアを活用したポストの設置により組織を活性化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出産や育児等の理由で退職し
た行員を再雇用する「行員再雇
用制度」を導入し、退職者の経
験や能力を活用

育児や介護のための短時間労
働制度を導入し、働きがいのあ
る職場環境を実現

機動的な中途採用の実施により
多様なキャリア人材を活用

企業内大学を設置し、融資やラ
イフプラン営業、コンサルティン
グ営業等実務研修のほかＦＰ、
中小企業診断士等の資格取得
を支援

ベテラン層に対する研修の実施
やキャリアを活用できるポスト、
処遇の創設により人材を有効活
用する態勢を構築

大手銀行へのトレーニー派遣を
継続して実施しているほかアジ
アビジネス支援に向けた態勢整
備のためＪＥＴＲＯに行員を派遣

（トレーニー派遣の推移）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 18年度からの累計
大手銀行 2 2 2 2 1 1 10
大手銀行海外現地法人 0 2 2 1 2 2 9
ＪＥＴＲＯ 0 0 0 0 0 1 1
（合計） 2 4 4 3 3 4 20
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機能革新の深化

平成22年度上期 平成22年度下期 平成23年度実施予定

組織力・組織機能の強化により収益力を高め、安定した財務
基盤を確保することで、株主還元を充実　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

公的優先株式の取得、消却を実
施し公的資金を完済。完済後も
自己資本比率は9.92％（23/3）と
十分な水準を確保

中間配当8円を実施し、株主還
元を拡大

十分な自己資本水準を確保して
いることから、劣後債100億円の
リファイナンスを20億円減額の
80億円で実施

5億円を取得価額の総額とする
自己株式取得を決議。23年4月
～5月の間に実施し、株主に利
益を還元

組織の見直しによる営業力強化
で収益力を拡大し安定した財務
基盤を確保

平成22年度期末配当を従来予
想の10円から22円へ引上げ（年
間配当は18円から30円へ）、さら
なる株主還元を実施

【一株当たり配当金の推移】
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（円） 【自己資本比率の推移】
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【ROEの推移】
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＊ROE=当期純利益/TierⅠ資本
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主要計数目標

主要計数 平成22年度 平成23年度 増加額

預金平残 1兆5,414億円 1兆6,400億円 ＋986億円

貸出金平残

コア業務純益

経常利益

当期純利益

自己資本比率

94億円預り資産販売額（注）

県信保貸出実行額

住宅ローン実行額

251億円

361億円

71億円

1兆1,636億円 1兆1,700億円 ＋64億円

300億円 ＋49億円

380億円 ＋19億円

100億円 ＋29億円消費者ローン実行額（注）

200億円 ＋106億円

72億円 73億円 ＋1億円

57億円 70億円 ＋13億円

42億円 43億円 ＋1億円

9.92％ 10％前半 -

（注）消費者ローン実行額：カードローン除く有担保・無担保ローン、預り資産販売額：投信と生命保険の合計額
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■本資料について

本資料に係るお問い合わせ先

株式会社　琉球銀行　総合企画部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Tel ：098-860-3787
Fax ：098-862-3672
e-mail ：ryugin@ryugin.co.jp

本資料は、お断りのない限り単体ベースのデータとなっています。

本資料は、公表データの作成要領に基づき、項目ごとに単位未満切捨てで表示しているため、
項目ごとの値と合計とが合わない場合があります。また、前期比等の増減値は表上の値から
算出し、増減率等の比率は原数値により算出した値を四捨五入で表示しております。

本資料には、当行に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する情報（将来情報）が
含まれています。これら将来情報は、あくまで平成23年11月11日現在において入手可能な情
報に基づいて判断されたものであり、将来の業績等を保証するものではありません。また、
将来情報の記述には一定の前提・仮定を使用しておりますが、かかる前提・仮定は客観的に
は不正確であったり、将来実現しない可能性があります。その原因となるリスクや不確実性
には様々なものが含まれますが、その詳細については当行の決算短信や有価証券報告書等を
ご参照ください。なお、当行は本資料に含まれる将来情報の更新はいたしません。
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